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Ⅰ  森林資源とその役割 

１ 森林資源
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（資料：森林経営課） 令和4.3.31現在

人工林齢級別面積（民有林）森林面積

（資料：森林経営課） 令和4.3.31現在

・ 本県の森林面積は県土の76％に当たる585千haで、うち民有林が70％の408千ha、国有林が
30％の178千haである。

・ 人工林面積（民有林）の72％にあたる166千haがスギである。

・ ３６年生(８齢級)以上のスギ人工林は、129千haで、スギ人工林面積の78％を占めており、伐
採可能林分が増加している。



Ⅰ  森林資源とその役割 
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（資料：森林経営課）

・ 再造林率は近年７割程度で推移している。

・ 伐採後、再造林されなかった人工林（①ｰ②）は増え続けている。
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Ⅰ  森林資源とその役割 
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伐採箇所の偏在

（資料：環境森林課）

・ 現在の皆伐は、道から近く、比較的搬出し易い人工林等いわゆる林業経営を行いやすい林地で
集中的に行われており、また、再造林の妨げとなる粗雑な伐採行為なども確認されている。

林業経営を行いやすい場所における再造林が進まなければ
森林資源の循環利用が困難

本県の森林・林業・木材産業が危機的状況に



Ⅰ  森林資源とその役割 
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・ 2050年ゼロカーボン社会の実現の
ためには、省エネ、再エネの推進等
によるＣＯ２排出量の削減を進める
一方、健全な森林づくりの推進など
により森林吸収量を維持していくこ
とが重要

２ 多面的機能

（資料：（独）森林総合研究所 温暖化対応推進拠点資料より）

炭素量
（ton/ha)



Ⅰ  森林資源とその役割 
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・ 近年災害が多発化、激甚化している。

CO2吸収、山地災害の防止など森林の持つ多面的機能の維持は
県民の安心安全な生活に必要不可欠

① 近年の状況

② 令和５年度の状況

内海(宮崎市))

本県の山地災害の発生状況



Ⅱ 森林経営などの状況
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１ 伐採規模別再造林率

【令和4年度森林循環マネジメント調査】
令和４年度に県内再造林の課題を可視化することを目的に、森林所有者へのアンケート及び事業体への
ヒアリング・アンケートを実施

（資料：環境森林課「令和4年度森林循環マネジメント調査事業」）

※ 県内8市町の伐採届データ（2016～2021年度）11,866件を集計・分析

・ 伐採面積は、1ha未満が約86％

・ 再造林率は、伐採面積が小さいほど低くなっている。

伐採届出の規模別集計



Ⅱ 森林経営などの状況
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２ 天然更新、人工造林等の状況

（資料：環境森林課「令和4年度森林循環マネジメント調査事業」）

※ 県内8市町の2018～2020年度の伐採届提供者で、スギ・ヒノ

キの皆伐を行った森林所有者1,000人へのアンケート

・回答率（35.7%）

天然更新 有効回答：237件

人工造林 有効回答：120件

・ 天然更新を選択した主な理由と
して、「存命中に収入が得られな
い」、「費用が賄えない」、「後
継者がいない」、「興味・関心が
ない」などとなっている。



Ⅱ 森林経営などの状況
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（資料：環境森林課「令和4年度森林循環マネジメント調査事業」）

※ 県内8市町の森林所有者1,000人へのアンケート

回答率（35.7%）

３ 所有面積と経営継続の意欲

・ ５ha以上の規模をもつ所有者の経営意欲は高い。
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〇 森林所有者の森林経営・再造林への意欲や意識の向上が必要
〇 天然更新とした所有者は、費用が賄えない、将来の収入に不安がある

などコスト面での負担感が大きい。
〇 所有者や境界の明確化、森林経営管理制度を推進するとともに、持続

的な森林経営のため、経営意欲がある者に林地を集積・集約化する仕組
みづくりが必要

【課 題】

・ 森林の集約化に賛同する事業者は約７割程度いる。
・ アンケート回答者（事業者）のうち、個人所有の土地の集約を実施している者や森林所有に興

味関心がある事業者もいる。

Ⅱ 森林経営などの状況

（資料：環境森林課「令和4年度森林循環マネジメント調査事業」）
※ 県内森林組合・林業事業体、製材所等829者へのアンケート
・回答率（30.4%）

４ 森林の集約化に向けた取組への賛同可否
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・ 法人のうち、株式会社はH17年度の40者からR２年度には118者と増加

・ 林業経営体数はＲ２年度で1,796者でＨ27年度と比べ約45％減少

１ 林業経営体数の推移

Ⅲ 林業の担い手・事業体

（資料：農林業センサス）
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２ 林業就業者数等の推移

1,616 1,332 1,151 1,009 833 586 372
252 182 177

6,844

6,171

5,481

4,383

3,399

2,626

1,939 2,438
2,040 2,243

8,460 

7,503 

6,632 

5,392 

4,232 

3,212 

2,311 
2,690 

2,222 
2,420 

5 5 5 7

15

20

22

19

23

25

0

5

10

15

20

25

30

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 R2

高齢化率（％）
林業就業者（人）

年次

林業就業者数の推移

林業従事者（女） 林業従事者（男） 林業従事者（県計） 高齢化率（県計）

（資料：国勢調査）

・ 林業就業者数はＨ17年度以降横ばいで推移している。Ｒ２年度は65歳以上の高齢化率
が25％となっている。

Ⅲ 林業の担い手・事業体
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（資料：森林経営課、山村・木材振興課）

・ 森林組合の造林作業班員数は、年々減少傾向だが、再造林面積はH23年度から28年度に
かけ増え、その後横ばいで推移している。

Ⅲ 林業の担い手・事業体
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３ 造林作業者の処遇・労働災害

（資料：令和３年度 森林組合統計（林野庁）により算定）

造林作業者（主として造林作業に従事）の
賃金比較

〇 林業経営体や林業就業者が減少傾向で、特に再造林の推進に不可欠な
造林従事者の確保が急務

〇 造林作業の参入や就労定着させるための作業員の処遇改善及び安全な
職場環境が必要

【課 題】

Ⅲ 林業の担い手・事業体

林業労働災害による被災者数の推移（人）

（資料：厚労省「労働災害統計」）

日額平均賃金

全国 12,260円

九州 11,027円

宮崎 9,400円

・ 本県の造林作業従事者の賃金水準は全国的にも低い。
・ 林業労働災害はＲ４年度が91件と過去５年で最多



Ⅳ 新たな技術による林業採算性の向上
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１ 新技術の活用による低コスト化

資料：林野庁「林業経営と林業構造の展望②」（林政審議会（令和２年11月16日）資料３）をもとに作成。値は施業地１ha単位の試算。

・ドローンによるレーザ計測や苗木運搬のほか、労働力の分散導入が可能なコンテナ苗の生産拡
大による主伐・再造林の省力化に資する技術の導入

新技術の活用による低コスト化のイメージ



Ⅳ 新たな技術による林業採算性の向上

環境森林部18

２ 普及・定着に向けた研修会

・普及・定着に向けた人材育成のための研修会の開催
・採算性の向上に加え、安全性の確保にも繋がる。

林業大学校によるドローン等の操作研修

〇 効率的な林業を営むための新たな技術の導入への支援
〇 省力・低コストの再造林の普及・定着に向けた研修会の開催
〇 新たな試験研究や技術開発の推進

【課 題】



Ⅴ 木材需要
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１ 木材価格の推移

・ 令和4年度の素材価格（県森連市場平均）は、13,700円であり、前年度を1,100円下回った。

※ 令和3年度は、ウッドショックの影響により木材価格が上昇

（資料：山村・木材振興課)



Ⅴ 木材需要
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２ 新設住宅着工戸数の推移
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Ⅴ 木材需要
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（資料：野村総研「新設住宅着工戸数実績と予測結果」）

・ 令和4年の本県の新設住宅着工戸数は、6,079戸であり、前年から717戸の減少となった。

・ 人口減少に伴い、新設住宅着工戸数は、今後減少傾向で推移する見込み。

〇 再造林に向けた再投資や森林経営が可能となる原木価格
   〇 住宅のみならず、非住宅分野など幅広い需要の確保

〇 国内需要のみならず、海外など新たなマーケットにおける需要開拓
〇 新たなニーズを創出する製品・技術の開発や普及

【課 題】

新設住宅着工戸数実績と予測結果
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